
柳川市長　石 田　宝 藏

職員の任免及び職員数に関する状況

1 職員の任免

（１）職員の採用

※　消防職Ｂとは、救急救命士の資格を有する者です。

（２）職員の退職

2 職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

平成１９年度

柳川市人事行政の運営等の状況の公表について

柳川市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１９年柳川市条例第８号）に基づ

き、平成１９年度の人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

合併後に把握した業務量に見合う人員に調整

勧奨退職の欠員不補充

職員数に教育長を含む

合併後に把握した業務量に見合う人員に調整

△ 1 

総務

　　　　　  区分

部門

総合計画策定事業等終了に伴う業務量減による職員減

主な増減理由

△ 4 

32

定年・その他

24

職　　員　　数 対前年
増減数H18.4.1 H19.4.1

区　　　　分
合　　計

自己都合 勧奨

2 6

100 96

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 7 6

税務

民生 69 65 △ 4 

1 

土木 54 52

34 34 0 

農水 54 53 △ 1 

衛生 45 46

△ 2 

商工 13 13 0 

教育部門 84 84 0 

計 376 365 △ 11 

小　計 543 530 △ 13 

消防部門 83 81 △ 2 

公
営等
企会部
業計門

水道 13 13

小　計 45 45

その他 32 32 0 

0 

0 

合　　計 588 575 △ 13 

[636］ [636］ [0］

上級行政事務 初級行政事務 土木技術 消防職Ａ

3 1

合　　計
消防職Ｂ

区　　　　分

1 2 1 8
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（２）年齢別職員構成の状況

　

（３）定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。

区　分

職員数

計

人

57456 68 75 0

人

2 7 35 67

人 人

87 73 56 48

人 人 人 人人

未満 23歳 27歳 31歳

人 人 人 人

35歳 55歳 59歳 以上51歳39歳 43歳 47歳

～ ～ ～

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 48歳 52歳40歳 44歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

574

602 562

計画

実績
職員数

各年度

平成17年4月1日 平成22年4月1日

職員数 職員数

40 6.6

純減数 純減率

実績の進捗率

H18.4.1

587

587

(△2.5)△ 15

H21.4.1 H22.4.1

583 573 564 562

H19.4.1 H20.4.1

△ 28 (△4.7)

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

１年前の構成比

%
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職員の給与の状況

1 人件費の状況（普通会計決算）

2 職員給与費の状況（普通会計決算）

3 ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）
　　　※　「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員

　　の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準

　　　　を示す指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

　　　 したものです。

（平成19年4月1日現在）

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数 100.9

H19.4.1現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したものです。

平成19

平成19

年度

年度

歳出額 実質収支 人件費 人件費率
住民基本台帳
人　　　　口区分

区分
一人当たり

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当
職員数

18.727,496,358

人　

　　　　　　Ａ（H20.3.31）

千円人 千円

　　　　　　Ｂ

　　　　　　％

Ｂ／Ａ

給　　与　　費

5,134,341

　　　　　千円　　　　　千円　　　　　千円

給与費 B/A

73,814 344,578

　　計　　Ｂ

　　　　　千円 千円 千円

3,345,345 6,324529 2,119,245 331,587 894,513

(H14)
100.1

(H14)
 101.2

(H19)
97.9(H19)

96.9

(H19)
100.4

90

95

100

105

柳川市 類似団体平均 全国市平均
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2 職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　　①一般行政職

42 歳 円 円 円

43 歳 円 円 円

40 歳 円 円

43 歳 円 円 円

　　②技能労務職

43 歳 人 円 円 円

42 歳 人 円 円 円

43 歳 人 円 円 円

33 歳 人 円 円 円

49 歳 人 円 円 円

48 歳 人 円 円

48 歳 人 円 円 円

　　　　平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時

　　　　間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査

　　　　において明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手

　　　　当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベー

　　　　スで再計算したものです。

円 円 円

円 円 円

円 － －

円 － －

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

1,050

5,193

63

48

31

7

3

366,700

中学卒 - - -

高校卒 255,440 305,400

400,200

高校卒 255,440 305,400 366,700

大学卒 291,400 351,100

中学卒

170,200

138,400高校卒 142,800 142,800

142,800高校卒

（２）職員の初任給の状況

大学卒 170,200 176,800

類似団体 313,225 346,246 330,862.0

国 287,094 ― 320,514.8

272,686

福岡県 354,259 404,099 384,432

うち 介 護 職 員 264,333 281,225

.9

356,007

うち　給 食 調 理 員 343,329 363,839

うち 清 掃 職 員 343,243 380,461.8

371,146 363,482.7

359,046.10

平均給与月額

（国ベース）

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の

区　　　　　分 柳川市 福岡県 国

柳川市 347,356

.4

類似団体 343,951 408,150 376,934.8

国 325,724 ― 383,541.7

福岡県 357,973 438,150 394,356.4

平均給与月額

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額職員数

（国ベース）

柳川市 341,973 392,601 368,580

平均年齢区　分 平均給料月額 平均給与月額

.5

一般行政職

技能労務職

一般行政職

技能労務職

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

－
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3 一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況

（注）１　柳川市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

　 （注）平成１８年に９級制から７級制に変更しています。

（２）昇給への勤務成績の反映状況

１．勤務成績の評定の実施状況

特定職員（部長級・課長級）は、平成18年度から目標管理制度・業績評価制度を試行中です。

一般職については、特定職員の経過を見て検討します。

２．昇給への勤務成績の反映状況

現在、目標管理制度･業績評価制度が試行中のため、昇給区分に差を設けておりません。

なお、試行終了後は、評定結果を勤勉手当の支給率に反映する予定です。

２級

３級
事務主査又は技術主査の職
務

　　　　　

121 31.3

主任主事及び主任技師の職
務

　　　　　

33 8.5

１級 主事及び技師の職務
人 ％

15 3.9

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

４級
係長、事務主査又は技術主
査の職務

　　　　　

140 36.3

５級
課長、主幹又は課長補佐の
職務

　　　　　

30 7.8

６級
部長、庁舎長、課長又は主
幹の職務

　　　　　

38 9.8

７級 部長又は庁舎長の職務
　　　　　

9 2.3

８級 ８級

１級
3.9%

１級
4.8%

２級
8.5%

２級
8.3%

３級
31.3%

３級
31.5%

４級
36.3%

４級
35.8%

５級
7.8%

５級
7.1%

６級
9.8%

６級
10.3%

７級
2.3%

７級
2.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成19年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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4 職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円

期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

加算措置 加算措置

・役職加算　5～15% ・役職加算　5～20%

・管理職加算　10～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

１．勤務成績の評定の実施状況

特定職員（部長級・課長級）は、平成18年度から目標管理制度・業績評価制度を試行中です。

一般職については、特定職員の経過を見て検討します。

２．昇給への勤務成績の反映状況

現在、目標管理制度･業績評価制度が試行中のため、昇給区分に差を設けておりません。

なお、試行終了後は、評定結果を勤勉手当の支給率に反映する予定です。

（２）退職手当

（支給率）　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

（その他の加算措置） （その他の加算措置）

定年前早期退職特例措置(2%～20%加算) 定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)

（退職時特別昇給）

なし

（１人当たり平均支給額）

千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員に支給された平均額です。

（３）地域手当

％ 人 ％

％ 人 ％

柳　川　市 国

１人当たり平均支給額　　　　　　　　 ―

1,691

（平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合）

0.75 1.60

3.00 1.50

30.55 23.50 30.55

3.00 1.50

0.75

柳　川　市

23.50

国

1.60

59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50

59.28 59.28 59.28

福岡市 0.5

25,493

支　　　給　　　実　　　績 11,483

支給職員１人当たり平均支給年額

柳川市 0.5 516 0.0

2 7.0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

59.28

　円22,168

千円
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（４）特殊勤務手当

千円

　円

　％

円

（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（６）その他の手当

円

宿日直手当
宿日直勤務を命じられた
場合
1回につき4,200円

同じ 0 千円 0 円

夜間勤務
手当

円
休日勤務

手当

休日等において勤務する
ことを命ぜられた場合
勤務1時間当たりの給与
額×（35～160／100）

異なる

休日等において勤
務することを命ぜ
られた場合
勤務1時間当たり
の給与額×（135
～160／100）

25,989

87,858

千円 163,453

千円 261,482

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度と
異なる内容

国の制度
との異同

扶養手当

配偶者13,000円、被扶養
者6,500円（配偶者のな
い場合は1人のみ11,000
円）
16歳から22歳までの被扶
養者はさらに5,000円加
算

同じ

円

通勤手当

・交通機関利用者（電車
バスなど）55,000円まで
全額支給(最高限度額)
・交通用具利用者（自動
車自転車など）=通勤キ
ロ数に応じて支給 2,000
円～24,500円の範囲

同じ 18,666 千円 43,510

円

午後10時から翌日の午前
5時までの間に勤務する
ことを命ぜられた場合
1時間当たりの給与額×
25／100

同じ 4,601

住居手当

・持ち家月額2,500円
・家賃支払者最高限度額
27,000円（家賃55,000円
以上）

異なる

・持ち家月額
2,500円(新築･購
入から5年間)
・家賃支払者　同
じ

41,390 千円 124,669

千円 69,712

救急手当 消防職員
月額

手当の名称 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

7,000

（出勤回数により日割減額あり）
救急救命士の救急業務

主な支給対象業務

平成18年度決算
支給職員１人当たり平均支給年額 171

支　　 　給 　　　実 　　　績 85,958
平成19年度決算

支給職員１人当たり平均支給年額 194

2.27

945

1

支　　 　給 　　　実 　　　績

78,750

78,819

支給実績
支給職員１人

当たり
平均支給年額

円

支 給 実 績

支 給 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額

職員全体に占める手当支給職員の割合

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）
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5 特別職の報酬等の状況

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円 任期毎

円 任期毎

円 任期毎

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

　　　　（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。                          

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

円

管理職員
特別勤務

手当

管理職手当を支給される
職員が、臨時又は緊急の
必要その他の公務の運営
の必要により、週休日又
は休日等に勤務した場合
1回につき6,000円又は
8,000円

同じ

支給実績
支給職員１人

当たり
平均支給年額

76 千円 7,600 円

千円 569,571

910,000

管理職手当

管理又は監督の地位にあ
る職員
給料月額×（10～13／
100）

俸給の特別調整額
として支給。

31,896

738,000

657,000

区　　　分 給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市　長 819,000 1,007,000 619,500

副市長 701,100 817,000 550,800

収入役 624,150 722,000

議　長 455,900 690,000

副議長 407,400

議　員 388,000 560,000

報

酬

701,100円×在職年数×300/100

副議長 3.3

議　員

退
職
手
当

期
末
手
当

市　長

備　　　　考

副市長

副市長 3.3

収入役

収入役 624,150円×在職年数×270/100

議　長

市　長 819,000円×在職年数×510/100

8,413,200

6,740,820

16,707,600

217,700

330,000

272,300

486,000

620,000

-8-



職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

1 勤務時間

2 休憩時間

　一般的な職員の休憩時間は、午後０時１５分から午後１時までの４５分としています。

3 休息時間

　一般的な職員の休息時間は、午後０時から午後０時１５分までの１５分としています。

4 週休日・休日

5 休暇

6 育児休業

職員の勤務時間その他勤務条件は、国及び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないよ

うに考慮して、条例等で定めています。

　その概要は次のとおりです。

週休日とは、原則として毎週日曜日及び土曜日を、また、休日とは祝日法による休日

（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日）及び年始年末

の休日（１２月２９日から翌年の１月３日までの日（祝日法による休日を除く。））をい

います。

なお、公務の運営上の事情により、特別の形態によって勤務する必要のある職員につい

ては、週休日を別に定めています。

勤務時間は、休憩時間を除き、１日について７時間４５分、１週間について３８時間４

５分です。

一般的な職員の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時までとしています。また、交

代制勤務など、勤務の特殊性により、この勤務時間により難い職員の勤務時間は、別に定

めています。

休暇の種類は、給与が支給されるか否かによって、有給休暇と無給休暇に分けることが

できます。有給休暇としては、事由を限らず、毎年与えられる年次有給休暇と、特定の事

由に基づいて認められる特別休暇等があります。また、無給休暇として、介護休暇等があ

ります。

育児休業は、子を養育する職員の継続的な勤務を促進し、もって職員の福祉を増進する

とともに、行政の円滑な運営に資することを目的とした制度で、対象となる子の年齢は３

歳未満となっています。

次世代育成の観点から、男性の積極的な育児参加が特に求められている中、柳川市にお

いても、各任命権者が職員の子どもたちの健やかな育成のための計画（特定事業主行動計

画）を策定し、育児休業等の制度周知の徹底と取得しやすい環境整備を図っていくことと

しています。
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職員の分限及び懲戒処分の状況

1 分限処分の状況

2 懲戒処分の状況

職員の服務の状況

0

職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあっては、

全力を挙げてこれに専念しなければならないこととされています。

また、職員には、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密

を守る義務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従

事制限を遵守することが求められています。

柳川市においては、公務員としての服務規律や綱紀の粛正について、必要に応じて職員へ

周知徹底を図るとともに、職員倫理条例を制定し、職員の倫理の保持に努めています。

0

休　職 合　計

0

人 人

0 -

職制、定数の改廃、予算の減少
により廃職、過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

　　　　　　　　　　処分の種類

処分事由
降　任 免　職

人

0

人

0 0 - 0

- - 0 0

0 0 8 8

- 0

合　　　　計
0 0 8 8

0 0

分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない等の場合に、公務能率を

維持することを目的として行う処分のことです。平成１９年度における分限処分の状況

は、次のとおりです。

勤務実績がよくない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務にお

ける規律と秩序を維持することを目的として行う処分のことです。平成１９年度における

懲戒処分の状況は、次のとおりです。

　　　　　　　　　　処分の種類

処分事由
戒　告 減　給 停　職 合　計免　職

法令に違反した場合
人 人 人

0 0 0

職務上の義務に違反し又は職務
を怠った場合 0 0 0

全体の奉仕者たるにふさわしく
ない非行のあった場合 0 0 0

0

人

0

人

0

0

00

0
合　　　　計

0 0
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職員の研修及び勤務成績の評定の状況

1 職員の研修の状況

研修所研修 人

（市町村職員研修所） 人

人

人

人

人

人

2 勤務成績の評定の状況

職員の福祉及び利益の保護の状況

1 安全衛生管理

2 職員の健康管理

3 職員の福利厚生

4 利益の保護の状況

また、職員の共済制度は、福岡県市町村職員共済組合に加入し、地方公務員等共済組合

法に基づき、職員と市において分担拠出する財源により、短期給付事業（医療関係等）、

長期給付事業（年金関係）、福祉事業（健康保持増進事業等）を行っており、厚生年金、

健康保険等と同様に、社会保険制度の一環とされています。

職員の福利厚生制度として、地方公務員法第４２条の規定に基づき、柳川市職員共済会

を設置し、職員の元気回復、職員に対する慶弔金や見舞金の交付その他の福利厚生に関す

る事業をおこなっています。なお、この共済会は、職員の会費及び市の負担金（負担金総

額　22,630千円）などで運営されています。

全35講座実施

派遣参加人数研　　修　　名　　等 備　　考

234

40

区　　分

57

43

柳川市の歴史や文化、景観等をまちづくりに活かすための研修 全3回

職員の安全と健康を確保し、快適な職場環境を形成するために、労働安全衛生法（昭和

４７年法律第５７号）及び柳川市職員安全衛生管理規則（平成１７年規則第３４号）に基

づき、衛生管理者、産業医の選任及び衛生委員会を設置しています。

労働安全衛生法に基づき、事業者責任として職員の健康管理状態を把握し、健康障害や

疾病の早期発見を行うため、全職員を対象に一般健康診断（定期健康診断、特定業務従事

者の健康診断）を実施しています。

延べ 48

職員の利益は、勤務条件に関する措置要求制度及び不利益処分に対する不服申立て制度

によって保護されています。

勤務条件に関する措置要求制度は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し団体協約を

締結することの認められない職員が公平委員会に対して地方公共団体の当局により適切な

措置が執られるべきことを要求する制度であり、また、不利益処分に対する不服申立て制

度は、不利益な処分を受けた職員が公平委員会に対して不服申立てを行うことを認める制

度です。

46

95

交通安全教室

まちづくり出前講座（講師派遣）

特定職員（部長級・課長級）は、平成１８年度から目標管理制度・業績評価制度を試行

中です。

　一般職員については、特定職員の経過を見て検討します。

メンタルヘルス研修会
職場研修

一般研修

専門研修・特別研修職場外研修

派遣研修（全国市町村国際文化研修所　等）
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公平委員会の業務の報告

1 勤務条件に関する措置の要求の状況

（１）係属の状況

（２）審査の状況

2 不利益処分に関する不服申立ての状況

（１）係属の状況

（２）審査の状況

3 職員からの苦情相談の処理状況
苦情相談制度は、従来の措置要求制度等では対応できないような職員の個別的な苦情相

談があった場合、公平委員会が必要に応じて調査を行い、各任命権者との連携・協力によ

り事案を処理するものです。

平成１９年度
実　　　　績

相談日

延べ１２回（毎月１回）

相談件数

7

処理件数

7

事　案　名 審査等の状況

－ －

0

計 0 0 0 0

その他 0 0 0

0

分限処分 0 0 0 0

懲戒処分 0 0 0

不利益処分についての審査制度は、職員からの懲戒その他その意に反する不利益な処分

を受けたとして審査請求があった場合、公平委員会が事案を審査し、その結果に基づい

て、その処分を承認し、修正し、又は取り消す判定を行うものです。

平成１８年度
の係属件数

平成１９年度
中の要求件数

平成１９年度
中の処理件数

平成２０年度
への繰越件数

事　案　名 審査等の状況

－ －

平成２０年度
への繰越件数

事案件数 0 0 0 0

平成１８年度
の係属件数

平成１９年度
中の要求件数

平成１９年度
中の処理件数

勤務条件に関する措置の要求制度は、職員からの勤務条件に関し、適当な行政上の措置

を求める要求があった場合に、公平委員会が必要な審査をした上で判定を行い、あるいは

あっせん又はこれに準ずる方法で事案の解決を図るものです。
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